
年末調整について、税務署等に比較的多く寄せられる質問や誤りやすい事項について問答形式で紹介します。

～年末調整のQ&A～

【Q1】 当社の給与規定では、毎月１日から末日までの勤務実績を基に、翌月１０日に給与を支給することに

なっています。したがって、１２月中の勤務実績に基づく給与は翌年の1月１０日に支給することになります。

このような場合、年末調整の対象となる給与の総額には、翌年１月１０日に支給する金額を含めるのでしょうか。

【A】 年末調整は、本年中に支払の確定した給与、すなわち給与の支払を受ける人からみれば収入の確

定した給与の総額について行います。この場合の収入の確定する日（収入すべき時期）は、契約又は慣習

により支給日が定められている給与についてはその支給日、支給日が定められていない給与については

その支給を受けた日をいいます。

ご質問の場合、給与規定により支給日が定められていますので、翌年１月１０日に支給する給与は、同

日が収入の確定する日となり、本年の年末調整の対象とはなりません。

【Q2】 当社の従業員Aは、国内で離れて暮らす両親を控除対象扶養親族として「給与所得者の扶養控除等申

告書」に記載しています。別居している親族を控除対象扶養親族としてもよいのでしょうか。

【A】 別居している親族であっても所得者本人の扶養控除の対象とすることは可能ですが、その場合、別居

している親族に対して常に生活費、療養費等の送金が行われているなど、所得者本人と生計を一にしてい

る必要があります。

(注) 扶養控除の計算を正しく行うため、銀行振込や現金書留により送金している事実を振込票や書留の写しなどの

提示を受けて確認することをお勧めします。

【A】 扶養親族や控除対象配偶者などに該当するかどうかを判定する場合の合計所得金額には、所得税

法やその他の法令の規定によって非課税とされる所得は含まれないことになっています。

したがって、非課税所得である遺族年金を含めないところで扶養親族の判定をすることになりますから、

Aさんの母親の場合はパート収入の７０万円だけを基に判定することとなり、給与所得控除額６５万円を控

除した後の合計所得金額は５万円となりますので、扶養親族に該当することになります。

【Q3】 従業員Aから質問があったのですが、Aが扶養している母親の収入の内訳が、パート収入７０万円、遺族

年金８０万円である場合、扶養親族の判定上、この遺族年金はどのように取り扱われるでしょうか。

【Q4】 従業員が、生計を一にする親の後期高齢者医療制度の保険料を口座振替により支払った場合、年末

調整で、その保険料を社会保険料控除の対象とすることができますか。

【A】 従業員が口座振替により支払った、生計を一にする親の負担すべき後期高齢者医療制度の保険料

については、保険料を支払った従業員に社会保険料控除が適用されます。

なお、年金から特別徴収された保険料については、その保険料を支払った者は年金の受給者自身であ

るため、年金の受給者に社会保険料控除が適用されます。

詳しくは当事務所担当者に、お問合せください。

（参照：国税庁HP「年末調整のしかた」）


